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新型コロナウイルス感染症の拡大が不動産投資市場に及ぼす影響について 

 特別アンケート（Ⅱ）の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特別アンケート（Ⅰ）の調査結果   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後 1年間の市場動向を念頭に、新型コロナウイルスの感染拡大が各アセットに及ぼす影響について 

                                                    （有効回答 129 社）※詳細は 5ページ参照                           
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かなりある。 

ネガティブな影響が
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ネガティブな影響は

あまりない。 

ネガティブな影響は

全くない。 

オフィス 5.5% 58.3% 36.2% 0.0% 

住宅（ﾜﾝﾙｰﾑ等） 1.6% 15.0% 74.0% 9.4% 

都心型商業 66.1% 32.3% 1.6% 0.0% 

ビジネスホテル 89.8% 9.4% 0.8% 0.0% 

シティホテル 93.7% 5.6% 0.8% 0.0% 

物流施設 0.8% 11.0% 65.4% 22.8% 

◆調査目的 ： 新型コロナウイルス感染症の拡大と投資市場への影響等に係る不動産投資家の認識

について調査することを目的としている。 

◆調査方法 ： 「第 42回不動産投資家調査」の特別アンケート（Ⅰ）として実施 

◆調査対象 ： アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、保険会社（生損

保）、商業銀行･レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸など 193 社 

◆調査時点 ： 2020 年 4 月 1日 

◆回答社数 ： 130 社 

第 42回 不動産投資家調査 特別アンケート（Ⅰ） 

・新型コロナウイルス感染症の拡大により、今後の不動産投資市場については、「ネガティブな影響

があるだろう」とする回答が全体の約 97%を占めた。 

・今後 1年間の不動産投資市場を念頭とした各アセットの見通しについては、ビジネスホテル及び

シティホテルは、「ネガティブな影響がかなりある」とする回答が全体の約 9割を占めた。一方、レ

ジデンシャル（ワンルーム・ファミリー）や物流施設・ヘルスケア等については、「ネガティブな影

響はあまりない」とする回答が最も多かった（詳細は 5ページ参照）。 

・新型コロナウイルス感染症が今後収束したと仮定した場合の各アセットの見通しについては、ホ

テル及び商業施設系は「反転回復まで 1年程度を要する」とする回答が最も多かった。一方、レジ

デンシャル（ワンルーム・ファミリー）や物流施設・ヘルスケア等は、「いち早く回復する」とする

回答が最も多かった（詳細は 6ページ参照）。 
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Ａ．回答社の属性等について                        

                                     （有効回答 130 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ．新型コロナウイルス感染症の拡大が不動産投資市場に及ぼす影響 

 

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大により、不動産投資市場に現段階までに、どのような変化があったと

思いますか。                                 

                                     （有効回答 130 社） 
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アセット・マネージャー（国内系） アセット・マネージャー（外資系） Ｊ－ＲＥＩＴ

デベロッパー 金融機関（銀行・生損保） 年金基金

仲介会社 不動産賃貸業 その他

74.6% 15.4% 10.0%
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1. これまでにネガティブな変化があった。

2. 今のところ、ネガティブな変化はない。

3. どちらとも言えない。
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（２）前記 B．（１）で、「1．これまでに、ネガティブな変化があった」とした回答者への質問です。 

 具体的に、どのような事象がありましたか。                         

 影響が大きかった事象を以下の選択肢から上位 3 つまでご回答ください。      

                                                        （有効回答 97 社）                                                      

 
 （※）質問はランキング方式で実施。 

    各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ、3 位：1 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症の拡大により、不動産投資市場に、今後、どのような変化があると思いますか。 

  

 （有効回答 130 社） 
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1．レンダーの貸出条件が厳しくなった。

2．エクイティ投資家の投資基準が厳しくなった。

3．自社の投融資基準を厳しくした。

4．予定されていたディール（売買取引）を見合わせる動きがあった。

5．予定されていた賃貸借契約についてテナント側から解約通告があった。

6．既存のテナントから解約通告があった。

7．歩合賃料の減少等、運用物件に係る収入減がみられた。

8. 除菌・衛生管理費用の増大等、運用物件に係る支出増がみられた。

9．その他

96.9%

1.5% 1.5%
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1．ネガティブな影響があるだろう。

2．ネガティブな影響はないであろう。

3．どちらとも言えない。
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（４）前記 B．（３）で、「1．ネガティブな影響があるだろう」とした回答者への質問です。 

 具体的に、今後、どのような事象が起こると思いますか。 

 影響が大きいと思う事象を以下の選択肢から上位 3 つまでご回答ください。       

                                                          （有効回答 126 社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （※）質問はランキング方式で実施。 

    各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ、3 位：1 ﾎﾟｲﾝﾄ） 
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1．レンダーの貸出条件が厳しくなる。

2．エクイティ投資家の投資基準が厳しくなる。

3．自社の投融資基準が厳しくなる。

4．予定されていたディール（売買取引）を見合わせる動きが出てくる。

5．予定されていた賃貸借契約についてテナント側から解約通告が出てくる。

6．既存の大型テナントから解約通告が出てくる。

7．歩合賃料の減少等、運用物件に係る収入減が出てくる。

8. 除菌・衛生管理費用の増大等、運用物件に係る支出増が出てくる。

9．その他
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（５）今後 1 年間の市場動向を念頭に、新型コロナウイルス感染症の拡大が、各アセットに及ぼす影響につ

いて、どのように考えていますか。                      

                                     （有効回答 129 社） 

 

 

 

 

ネガティブな影響が

かなりある。 

ネガティブな影響が

ある。 

ネガティブな影響は

あまりない。 

ネガティブな影響は

全くない。 

オフィス 5.5% 58.3% 36.2% 0.0% 

レジデンシャル 

(ﾜﾝﾙｰﾑ・ﾌｧﾐﾘｰ) 
1.6% 15.0% 74.0% 9.4% 

レジデンシャル 

(外国人向け高級賃貸) 
26.6% 49.2% 22.6% 1.6% 

都心型商業施設 66.1% 32.3% 1.6% 0.0% 

郊外型商業施設 42.5% 46.5% 11.0% 0.0% 

ビジネスホテル 89.8% 9.4% 0.8% 0.0% 

シティホテル 93.7% 5.6% 0.8% 0.0% 

物流施設 0.8% 11.0% 65.4% 22.8% 

底地 1.6% 28.6% 56.3% 13.5% 

ヘルスケア 6.6% 28.7% 56.6% 8.2% 
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（６）新型コロナウイルス感染症の流行が今後収束したと仮定した場合、各アセットの見通しについてご回答

ください。 

                                                       （有効回答 127 社） 

 

 いち早く反転回復

する。 

反転回復までに、

半年程度の期間を

要する。 

反転回復までに、

1年程度の期間を

要する。 

反転回復までに、

長期間を要する。 

オフィス 26.6% 46.8% 20.2% 6.5% 

レジデンシャル 

(ﾜﾝﾙｰﾑ・ﾌｧﾐﾘｰ) 
65.3% 26.4% 6.6% 1.7% 

レジデンシャル 

(外国人向け高級賃貸) 
18.7% 31.7% 36.6% 13.0% 

都心型商業施設 12.1% 33.9% 43.5% 10.5% 

郊外型商業施設 11.3% 37.1% 40.3% 11.3% 

ビジネスホテル 7.2% 23.2% 45.6% 24.0% 

シティホテル 5.6% 22.6% 46.0% 25.8% 

物流施設 76.2% 11.5% 10.7% 1.6% 

底地 54.5% 31.4% 11.6% 2.5% 

ヘルスケア 48.7% 31.1% 16.8% 3.4% 

 

 

 

 

〔お問い合わせ先〕 

一般財団法人 日本不動産研究所 

研究部：愼、平井、山本（TEL：03-3503-5335） http://www.reinet.or.jp/ 
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